
公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和５年度）

１　基本情報（現年７月１日現在）

２　出資等の状況（直近の決算現在）

（単位：千円）

※「出資等」とは、地方自治法に基づく「出資又は出捐」をさします。

※「資本金等」とは、地方自治法に基づく「資本金、基本金その他これらに準ずるもの」をさします。

【内訳】

※四捨五入の影響で、割合の合計が100％にならないことがあります。

※一定の同質性がある場合や割合上位５者以外は、まとめていることがあります。

※まとめた場合、順位は「―」としており、まとめた者の中で最も高い出資割合は備考をご覧ください。

　千葉県と密接な連携を保ちつつ、県社会福祉事業の推進を図
り、広く県民福祉の向上と増進に寄与する。

備考

010,000

左記全体に
占める割合

100.00%

経営方針（団体代表者が記入）

定款に定める
設立の目的

団体名 （県）所管所属

代表者
職氏名

電話番号

10,000

左記割合の
順位

1位

直近の決算
承認日

所在地

【設立趣意等の経緯】
　千葉県千葉リハビリテーションセンターの設置に当たり、セン
ターの管理運営を行う法人として、県が社会福祉事業法及び「社
会福祉事業団等の設立及び運営の基準について」（昭和46年7月16
日社庶第121号厚生省社会・児童家庭局長連名通知）に基づき設
立。

【略歴】
S55.11　法人設立
S56. 4　千葉県千葉リハビリテーションセンターの経営受託
H18. 4　同施設の指定管理者としての管理業務を開始
　　　　以降、現在（第4期）まで継続して受託中

該当なし

電話番号

団体ＨＰの
ＵＲＬ

資本金等の
金額（千円）

10,000

　千葉リハビリテーションセンターの運営に当
たっては、県立施設として県民のニーズや県の政
策を踏まえ、県全体を視野に、関係機関との連携
を一層密にしながら、民間施設では対応が難しい
高度な医療的ケアから、リハビリテーション、社
会復帰に向けた就労支援等の福祉的支援に至るま
での総合的な機能を担い、県民の一層の信頼が得
られるように努めます。
　また、県内の民間リハビリテーション施設等に
対して技術的な助言や医師の派遣等の支援を行う
など、中核的センターとしての役割も担います。

　法人経営に当たっては、社会福祉法及び関係法
令等を遵守し、適切な法人運営、事業実施並びに
情報開示を行います。
　また、人材の有効活用に向けて、業務の省力
化、デジタル化を推進し生産性の向上を図りま
す。

　安定した経営基盤の確立に向けては、月次収支
等経営に係る情報の作成を迅速化するとともに経
営層の職員と密に共有し、法人全体でサービス提
供量の増加及び増収への取り組みを進めます。

資本金等以外の
金額（千円）

当初設立
年月日

設立の経緯
団体の略歴

出資等の合計

資本金等の金額

出資等した者

千葉県

健康福祉部
障害福祉事業課

043-223-2339

令和5年5月24日

社会福祉法人千葉県身体障害者福祉事業団

理事長　横山　正博

千葉市緑区誉田町1丁目45番2

043-291-1831

https://www.chiba-reha.jp/corporation/

昭和55年11月22日

資本金等以外の金額

出資等の対象の区分

0
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和５年度）

３　団体の主な事業（直近の決算現在）

0 千円 813 千円 0 千円 813 千円 813 千円 813 千円

【事業４】名称：千葉県地域リハビリテーション支援体制整備推進事業 【事業区分】 公益目的事業

【事業内容・実績】
　障害者や高齢者を含め地域に暮らす全ての人々がいつまでもいきいきとした生活を送ることができるように、リハビリテーション
の視点から保健・医療・福祉等の関係機関を繫ぎ、支援体制の整備を図る。
　令和4年度の主たる取組みとして「地域リハビリテーション広域支援センター」との担当者会議を2回、意見交換会を4回、ちば地
域リハ・パートナー施設同士のオンライン意見交換会を２回開催した。また、県主管課・9か所の広域支援センターと次期県保健医
療計画策定に向けた検討会を7回実施した。その他、「持ち上げないケアを普及する」と題し地域リハビリテーションフォーラムを
開催した。

【公共性・公益性】
　介護保険法における一般介護予防事業の一つとして市町村が実施する「地域リハビリテーション活動支援事業」を広域的に支援す
る。

【類似事業を行える他団体又は事業が競合する他団体の有無】 【県の財政支出の有無】

有（県内） 補足説明 他の医療法人 有（委託料）

【事業収支】 【事業支出】 【内部収入】 【外部収入】 うち行政からの収入 うち県からの収入

【類似事業を行える他団体又は事業が競合する他団体の有無】 【県の財政支出の有無】

有（県内） 補足説明 他の医療法人 有（委託料）

【事業収支】 【事業支出】 【内部収入】 【外部収入】 うち行政からの収入 うち県からの収入

0 千円 10,000 千円 0 千円

補足説明 他の社会福祉法人、社会医療法人等 有（委託料）

【事業２】名称：千葉県医療的ケア児等支援センター運営業務 【事業区分】 公益目的事業

【事業内容・実績】
　県内の医療的ケア児等の支援体制構築として、様々な相談にワンストップで対応する相談窓口機能、各市町村における医療的ケア
児等コーディネーターの配置、人材育成、協議の場の開催、災害時の支援体制の構築支援などを行う。
　令和4年7月の開設以来、相談支援として実人数136名延べ540件の個別相談を受け、人材育成として医療的ケア児等コーディネー
ター養成研修、看護師研修を開催し、6回500名の人材を育成した。地域支援として市町村から延べ545件の支援依頼を受け、支援を
行った。

【公共性・公益性】
　医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律に基づき千葉県が設置する事業であり、法第 14 条の立法趣旨に則り医療的
ケア児等への支援を行う。

【類似事業を行える他団体又は事業が競合する他団体の有無】

千円 千円千円

【内部収入】

10,000 千円 10,000 千円 10,000 千円

▲ 25,110

12,500 千円

【事業３】名称：千葉県高次脳機能障害支援普及事業 【事業区分】 公益目的事業

【事業内容・実績】
　高次脳機能障害者への支援に関する取り組みを普及定着させるため、関連機関とのネットワークの充実、高次脳機能障害の正しい
理解を促進する普及・啓発事業、支援手法に関する研修等を行う。
　令和4年度は計4,621件の相談支援を行った。また、県と協同で連絡会・協議会を計4回、研修会・講演会・勉強会を計12回、家族
会・交流会を計21回、訪問・連携会議を99回企画・開催し、外部の連絡会・研修会等にも計19回参加・協力をした。今年度は新た
な広報資材として「生活版ジョブコーチ支援ハンドブック」「高次脳機能障害サポートブック」を作成・印刷し、関係機関等に配布
した。

【公共性・公益性】
　障害者総合支援法における地域生活支援事業（都道府県事業）の一つで、必須事業とされている。

千円 0 千円 12,500 千円 12,500

公益目的事業

【県の財政支出の有無】

有（県内） 補足説明 他の医療法人 有（委託料）

【外部収入】

5,426,385 152,441 5,248,834

有（県内＋近都県内）

1,303,500

うち県からの収入うち行政からの収入

1,303,500 千円千円千円

【事業支出】【事業収支】

【事業１】名称：千葉県千葉リハビリテーションセンターの管理運営

【事業内容・実績】
　県の社会福祉事業の推進を図り、広く県民福祉の向上と増進に寄与することを目的に、千葉県千葉リハビリテーションセンターの
管理運営を行う。
　令和4年度は、入院・入所で延べ88,701人（利用率86.2%）、外来・通所で延べ47,029人の利用があった。

【公共性・公益性】
　県内唯一の総合リハビリテーションセンターとして、高度な医学的リハビリテーションから福祉サービスを利用した社会復帰に至
るまで、各ライフステージに沿った、包括的なサービスを提供している。

【類似事業を行える他団体又は事業が競合する他団体の有無】 【県の財政支出の有無】

【事業区分】

【事業収支】

千円

【事業支出】 【内部収入】 【外部収入】 うち行政からの収入 うち県からの収入

0 千円 12,500
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和５年度）

４　県の関与等の現状に関する見直し（現年７月１日現在　※ただし、（４）（６）は直近の決算現在）

名

（４）県が関与の理由と
している事業が関係する
県計画等の主な達成状況

【名称】

【内容】（金額：○○千円）
○○○○

【必要性】

017県が負担【諸手当等を除く給料・報酬の負担者・人数】

【役職・業務内容】
・千葉リハビリテーションセンターにおける診療業務
・事務局及び法人運営全般に係る業務の統括

【派遣等の必要性】
　令和5年7月1日現在で県が派遣している職員数は17名である。このうち、事務職は事務局長の1名だけ
で、残り16名は千葉リハビリテーションセンターにおける診療業務を統括又は従事する専門職として県が
採用した医師である。
　この理由として全国的な医師不足の中、安定的な人材確保のために派遣としており、県の関与が廃止又
は縮小された場合、全国的・社会的に採用困難である医師の確保が困難となり、病院自体の運営に大きな
影響が生じることからも県からの派遣は必要であると考える。

（６）運営費補助や赤字
補填等を目的とした財政
支出の名称、内容及び必
要性

【県が出資等した当初の目的】
　県では、身体障害児者の社会復帰を積極的かつ効果的に達成するため、身体に障害のある児者を一定期
間入所させ適切な指導、治療、訓練、保護等はもとより、県内各施設に対し助言、援助を行いうる医学
的、社会的リハビリテーション機能を保有した千葉リハビリテーションセンターを設置した。
　当該施設の運営については高度で専門的な知識が求められることから、県が出資して当該団体を設立
し、経営・労務・人事等の管理が円滑に行われる等の合理化・効率化を確保することとした。

【関係を維持する現在の意義】
　設立時は主として肢体不自由児（者）への支援施設を運営していたが、病院としての医療機能の付加、
重症心身障害児者・医療的ケア児者の支援、高次脳機能障害支援や地域リハビリテーション推進など障害
福祉を取り巻く環境の変化に伴い、当該センターが求められる役割が年々拡大している。
　このような状況において、特殊性・専門性の高い医療分野を担い、民間の医療機関での対応が困難な脊
髄損傷、高次脳機能障害者等に対して高度で包括的なリハビリテーションを行う当該センターは県の障害
者施策の推進において中心的な役割を担うことからも、出資関係を維持する意義があるといえる。

【県が関与の理由としている事業のうち、他の担い手が存在している事業】
事業１　千葉県千葉リハビリテーションセンターの管理運営
事業２　千葉県医療的ケア児等支援センター運営業務
事業３　千葉県高次脳機能障害支援普及事業
事業４　千葉県地域リハビリテーション支援体制整備推進事業

【他の担い手が存在している場合であっても関係を維持する意義】
　当該事業団は開設当初から千葉リハビリテーションセンターの運営を行っており、現在も同センターの
指定管理者（令和3年度～7年度）である。同センターの果たすべき役割を担うため、出資関係を維持する
意義があるといえる。

　千葉リハビリテーションセンターは医療施設と福祉施設を兼ね備えており、医師や看護師のほか理学療
法士、社会福祉士等の専門性の高い様々な職種の人材を採用、育成しながら運営を行っている。
　県が直接これら多職種の採用や育成を行って運営することは困難、非効率であり、事業団が運営するこ
とにより、経営、労務、人事等の管理の円滑化による効率化・合理化が確保される。

（３）県が自ら施策を実
施することその他の事業
手法と費用対効果を比較
して、出資又は出捐関係
を維持する意義

（１）当初の目的を踏ま
えつつ現在において必要
性を問い直してもなお、
出資又は出捐関係を維持
する意義

（２）類似団体や民間団
体などの他の担い手が存
在している場合において
もなお、出資又は出捐関
係を維持する意義

名県以外が負担

　昭和46年7月16日社庶第121号「社会福祉事業団等の設立及び運営の基準について」において、設立の際
の基本財産として、都道府県が設立する事業団であっては1,000万以上を出資することが示されているこ
とから、必要最低限の金額を出資している。

（７）団体に勤務する県
現職者の役職・業務内容
と派遣等の必要性

（５）資本金等に占める
県の出資若しくは出捐の
割合又は金額の妥当性

【計画等名】
○○（対象期間：○～○）
【指標名】
○○（単位：○○）

【指標と事業の関係性及び達成状況】

基準（○年度） 実績（○年度） 目標（○年度）

3/9



公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和５年度）

５　関与方針に基づく取組状況等（直近の決算現在）

５－２　経営健全化方針に基づく取組状況等（直近の決算現在）

※公社等外郭団体関与指針第５の１（２）に規定する次の法人に該当する場合で、要件の詳細は同細則４をご覧ください。

　・債務超過法人

　・実質的に債務超過である法人

　・近年の経常損益の状況から赤字が累積し、近い将来、債務超過に陥る可能性が高い法人 

　・県が多大な財政的リスクを有する法人

（２）県とし
ての具体的な
取組　※

　県立施設である千葉リハビリテーションセンターの指定管理者として、重症心身障害や脊髄損傷、高次脳機能障
害等の重度の障害のある人に対し、民間施設では対応が難しい高度な医療的ケアから、リハビリテーション、福祉
的支援に至るまでの総合的な機能を担うほか、県内の民間リハビリテーション施設に対して技術的な助言や医師の
派遣等の支援を行うなどの中核的センターとしての役割を果たせるよう、県の関与の下、利用者のサービスの向上
及び経営の改善を図るよう指導する。
　また、事業団と連携し、建替え工事期間中の利用者への影響を最大限に抑えられるよう努め、医療・福祉サービ
スの質や収益の維持を図っていく。

　千葉リハビリテーションセンターは、重症心身障害や脊髄損傷、高次脳機能障害等の重度の障害のある人に対
し、医療的ケアから福祉的支援に至るまでの総合的な機能を担うことが求められるが、センター開設から40年以上
が経過し老朽化しているほか、現在の施設設備では利用者数の増加や通園施設の受入れニーズに対応するためのス
ペースに限界があること。
　そこで、現地で建替えをする再整備事業を現在進めており、令和5年度から工事に着手する予定だが、この間、現
在の敷地において医療・福祉の提供を続けながら、建物の建築・解体を長期間にわたり行うことになるため、事業
団には工事に伴う様々な制約や障害によりサービスの維持や収支への影響が出る可能性があること。
　また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う病床利用率の低下及び一部施設の稼働制限等が要因で利用者
数が事業計画を下回っていること。

　利用者サービスを維持向上しつつ安定的かつ持続的な経営を図るため、収支と人員体制の均衡がとれるよう、経
営計画に基づく経営改善を求める。

　千葉リハビリテーションセンターの運営に当たっては、社会的使命を踏まえた上で利用者ニーズに的確に応え、
利用者サービスの向上を図った。収入の増加、経費の節減等を常に意識し、効率的な事業運営に努め、良質なサー
ビスの提供と県の負担軽減という指定管理者制度の目的の達成に努めた。
　リハビリテーションの提供に当たっては、乳幼児から成人・高齢者まで幅広い層の利用者に対して、集中的、効
率的にリハビリテーションを実施するために、療法士の計画的な増員やリハビリ実施時間の拡大を行っている。令
和4年度のリハビリの総提供量は、指定管理者制度導入前（平成17年度）と比較して約2.8倍となった。
　また、診療報酬制度の中でより高い収入を得るため、病棟編成や職員配置等について必要に応じて見直しを行っ
ている。
　これらの取り組みにより、令和4年度の利用料金収入（医療事業収入・障害福祉サービス事業収入）は指定管理者
制度導入前（平成17年度）と比較して約1.8倍となり、約17億円増加した。
　一方、支出の縮減についても、物品購入等における契約先・契約方法の見直しを随時行い、医薬品の購入に当
たっては病院局との連携により県立病院と同条件での契約としたことに加え、購入額が多い医薬品についてはSPD
（院内物流管理システム）の導入による在庫管理等の効率化を行うことで、契約額を削減している。

関与維持（県と連携した経営改善）

（５）県とし
ての今後の対
応の方向性

※　関与方針とは、令和４年１２月２７日策定の「公社等外郭団体関与方針」であり、「関与方針区分」や「県としての具体的な取
組」は、そこから転記しています。

該当しない

（１）関与方
針区分　※

（１）策定要
件の該当性※

（３）取組実
績とその成果

（４）課題
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和５年度）

６　地方自治法に基づく監査の状況（既に公表されている監査結果等）

（１）財政的援助団体等監査（地方自治法第１９９条第７項）

※1「監査結果」の「指摘事項」「注意事項」は県報別冊「監査結果」（いわゆる監査報告書）の内容を記入しています。

※2「措置の内容」は県報別冊「監査の結果に係る措置の通知の公表」（いわゆる措置公表）の内容を記入しています。

（２）包括外部監査（地方自治法第２５２条の３７第４項等）

※該当がある場合は、直近１年度分を記入しています。

有

監査結果　※1 措置の内容　※2

【指摘事項】
　長年にわたり、労働基準法等に合致しない
給与規程を運用し、職員の手当の一部未払
（21,841,455円）が発生したことにより、遅
延損害金の支払による損失（1,229,045円）が
生じたことから、今後は適正な事務の執行に
努めること。

　本件は、時間外勤務手当等割増賃金の基礎となる賃金の算定方法に誤りがあり、労
働基準法等の規定による額を下回っていたことから、手当の一部に未払が発生したも
のである。
　社会福祉法人千葉県身体障害者福祉事業団では、遅延損害金を含めた全額について
令和2年11月30日までに支払を完了した。今後は、複数職員による確認を徹底すると
ともに、定期的に社会保険労務士等への確認を行い、再発防止に取り組んでいく。
　県では、当該団体の給与規程が労働基準法等にのっとったものに改正されたことを
確認するとともに、再度同様の事案が発生することのないよう指導した。

【注意事項】
該当なし

該当なし

【注意事項】
該当なし

措置の公表年月日 ―

措置の内容　※2

該当なし

該当なし

監査実施の有無

１つ前の実施年月日 令和3年10月29日 措置の公表年月日 令和4年6月28日 監査実施の有無 有

監査結果　※1

【指摘事項】
　入所児童に係る児童手当について、長期間
にわたり申請が漏れたことにより未支給とな
り、結果として補塡を余儀なくされた事例が
認められたが、これらのことについては、保
護者の信頼を大きく損ねるものであり、誠に
遺憾である。今後は、現在確認中の案件につ
いても早急に調査を進め、適切に対応すると
ともに、再発防止を徹底すること。

　本件は、社会福祉法人千葉県身体障害者福祉事業団（以下「事業団」という。）が
管理する千葉県千葉リハビリテーションセンターの医療型障害児入所施設「愛育園」
に入所する児童について、事業団から千葉市へ児童手当の申請漏れがあったというも
のである。事業団は保護者に経緯を説明し、謝罪した上で児童手当相当額を事業団の
負担で全額補塡することとし、令和4年2月18日までに全ての支払い（合計1,420,000
円）を完了した。
　再発防止に向けて、事業団では児童手当の申請事務について、新たにチェックシー
トを作成するとともに、市から受領した現況届及び児童手当支払通知書と園内の児童
手当等支給対象者名簿を複数職員で突合することより確認を徹底することとした。併
せてマニュアルを改訂し、児童手当受給手続についての職員研修を定期的に実施する
とともに、現況届の内容を内部監査で再確認することとした。
　県は令和4年3月16日に本件の経緯と再発防止についての報告書を受領し、障害福祉
事業課長から事業団に対し、二度と同様のミスを起こさないため、再発防止を徹底す
るよう指導した。

【注意事項】
該当なし

該当なし

２つ前の実施年月日 令和2年10月16日 措置の公表年月日 令和3年6月18日 監査実施の有無

措置の内容　※2

監査結果　※1

有

無

【指摘事項】
該当なし

該当の有無

直近の実施年月日 令和4年11月9日

元号　　年度 元号　　年　　月　　日

監査結果
※以下のリンク先をご覧ください

措置の内容
※以下のリンク先をご覧ください

監査テーマ

実施年度 措置の公表年月日
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和５年度）

７　組織運営等の状況（直近の決算現在）

（１）理事会等の状況

※「開催回数（書面）」では、延べ開催回数を実数計上し、書面開催の回数を（カッコ）で内数計上しています。

※「定例回数（書面）」では、定例的に開催している回数を実数計上し、書面開催の回数を（カッコ）で内数計上しています。

※「定例回数の平均出席率」では、書面開催を除く各回の理事等の出席率（出席者の数÷全構成員の数）を計算し、

　その和の平均（出席率の合計÷書面開催を除く定例回数）を計算して計上しています（百分率で小数点第１位を四捨五入）。

※「備置」とは、事務所に備え置いて閲覧の権利を有する者等が求めた際に、すぐに見られるようにすることです。

（２）監査の状況

※監査又は会計に識見を有する者の詳細は、公社等外郭団体関与指針細則７をご覧ください。

（３）採用している会計基準

（４）財務諸表等の作成・公表・備置の状況

※「公表」とは、原則として団体のホームページで公表することです。

※「備置」とは、事務所に備え置いて閲覧の権利を有する者等が求めた際に、すぐに見られるようにすることです。

備置の有無

有 有 有 有 有 有

名称

就任の有無 実施している外部的な監査の内容

社会福祉法に基づき実施。計算関係書類等が社会福祉
法人会計の基準に準拠しているかの評価等。

該当なし

補足事項

社会福祉法人会計基準

有

有

その
他欄

作成義務
の有無

作成の有無
公表義務
の有無

公表の有無
備置義務
の有無

無

有

義務の有無

有

無

無 有

有 有

その他（右欄に名称を記載）

無

監事又は監査役
としての就任

実施の有無

有 有 無 無 有

有

無 無 無 無 無 無

有 有 有 有 有

有

有 有 有 有 有 有

有 有 有 有 有

有

無 有 無 無 無 無

無 有 無 無 無

無 無

無 有 無 無

有

無 有 無 無 無 無

有 有 有 有 有

無

無有 無 無 無無

有

個人情報保護に関する規程

有 有 有 有 有 有

有 有 無 有

無

無 有 無 無

定例回数
（書面）

2(0)

開催状況

備置義務の
有無

備置の有無

有 有

理事会等の状況

理事会

議事録

定例回数の
平均出席率

作成義務の
有無

作成の有無

2 6(1) 94% 有

義務回数
開催回数
（書面）

社団法人の構成員である
社員の名簿

事業報告書

貸借対照表

正味財産増減計算書等又は
損益計算書若しくはその要旨

有 有 有有有

業務の委託方法に関する規程

資金運用に関する規程

情報公開に関する規程

無

外部的な
監査

監査の状況
（行政による監査等は除き、

団体主体のものに限る）

公認会計士又は監査法人

監査又は会計に識見を有する者

財務諸表等の名称

定款

役員名簿

キャッシュフロー計算書

附属明細書

財産目録

事業計画書

収支予算書

役職員の報酬及び給与に関する規程

内部的な
監査
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和５年度）

８　役職員等の状況

（１）常勤の役職員数 （単位：人） （各年度７月１日現在）

常勤役員数 ①～⑤の和

プロパー ①

民間人材　※1 ②

県退職者 ③

県現職者 ④

その他 ⑤

常勤職員数　※2 ⑥～⑨の和

プロパー ⑥

県退職者 ⑦

県現職者 ⑧

その他 ⑨

※1 「民間人材」とは、プロパー、議員、自治体の首長、行政職員（退職者を含む）等ではない外部の人材です。

※2 「常勤職員」とは、正規・非正規を問わず、団体が常勤職員として雇用している方です。

（２）常勤役職員の平均年収等の状況

※この表は実人員数に基づいて記入しています。

　実人員数とは、ある年度中の毎月1日現在の役職員数を合計して12か月で割り、小数点第2位を四捨五入しています。

※該当者が１名しかいない場合、個人情報保護の観点から平均年齢・年収は「＊」となっています。

９　中長期的な計画や達成目標となる指標の策定状況

40 40

人数（内数：県退職者及び県現職者）

平均年齢

平均年収

例：4～6月（3か月間）の役員数が5名、7～12月（6か月間）が6名、1～3月（3か月間）が5名であった場合は、
（15人＋36人＋15人）/12か月=5.5人となります。

5,766 5,722

平均年齢

人）

486 487

1 1

0 0 0 0 0

現年度
（令和５年）

4 4 4 4 4

直近４年度前
（令和元年）

直近３年度前
（令和２年）

前々年度
（令和３年）

前年度
（令和４年）

2

名称 公表方法

対象期間 策定年月日 令和3年3月11日

概要

指標の達成状況

特記事項

18 15 13 15 16

有

中長期計画

令和3年4月～令和8年3月

　千葉リハビリテーションセンター再整備に当たって県で作成した基本計画及び令和3年度～7年度の指定管理
者応募時の事業計画書に基づき、『障害児者が、地域等においてその人らしい暮らしを実現できるよう支援す
る』という基本方針の下に施設・部門別の取組事項を記載。併せて収支・人員見通しを作成。

指標１：各事業におけるサービスの充実
　　　【実績】病床編成の見直しにより脊髄損傷患者の入院受入体制を強化した。
　　　【目標】脊髄損傷患者の入院患者数の増加、入院待機期間の短縮を図る。
指標２：経営の効率化
　　　【実績】SPD（院内物流管理システム）の導入による在庫管理の効率化
　　　【目標】経費の節減を図る。

該当なし

策定の有無

取組状況

　中長期計画に基づき単年の事業計画を作成し、記載事項への取り組みに着手している。
　具体的には、民間病院では受け入れが困難な障害（脊髄損傷ほか）を有する方への対応を強化するため、病
棟編成の見直しを検討し、サービスの充実を図った。また、経費の節減を常に意識し、業務効率化・経営の効
率化に努めた。

直近決算（令和４年）

60 58

0 0 0 0

1 1 1

0

478 470 471 471 471

2

0 0 0 0 0

1 1 1 1 1

2 2 2

項　目

常勤役員

常勤職員

4 3

千円

496 485 484

0 00

人）

未公表

項　目

千円

人（ 4 人（ 3

人数（内数：県退職者及び県現職者） 479 人（ 13 人） 480 人（

8,756 8,589

歳 歳

平均年収

0 0

歳

15 人）

前年度決算（令和３年）

千円 千円

歳
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和５年度）

１０　財務状況 （単位：千円又は％）

（１）貸借対照表

社会福祉法人会計の場合

（２）損益計算書

社会福祉法人会計の場合（事業活動計算書）

（３）主な経営指標

社会福祉法人会計の場合

※純資産が「０」又は債務超過の場合、「自己資本比率」「有利子負債比率」は計算できません。

0.00%

項　目

流動比率（流動資産÷流動負債×100）

固定資産 2,022,061 2,033,979 1,944,107 ▲ 4.42%
資
産

流動資産 1,260,140 1,141,415 1,165,920 2.15%

　うち有形固定資産 47,872 50,996 40,853

項　目
前々年度決算
（令和２年）

前年度決算
（令和３年）

直近決算
（令和４年）

直近増減率
（前年度比）

0 0

▲ 19.89%

資産合計 3,282,201 3,175,394 3,110,027 ▲ 2.06%

固定負債 1,415,206 1,336,017 1,305,228 ▲ 2.30%

負
債

流動負債 681,034 593,616 625,502 5.37%

　うち有利子負債 0 0 0 ―

―

負債合計 2,096,240 1,929,633 1,930,730 0.06%

　うち長期借入金 0

次期繰越活動増減差額 595,275 572,380 565,169 ▲ 1.26%

純
資
産

資本金 10,000 10,000 10,000 0.00%

純資産合計 1,185,961 1,245,761 1,179,297 ▲ 5.34%

その他積立金 580,686 663,381 604,128 ▲ 8.93%

サービス活動収益 5,269,702 5,320,836 5,271,106 ▲ 0.93%

項 目
前々年度決算
（令和２年）

前年度決算
（令和３年）

直近決算
（令和４年）

直近増減率
（前年度比）

サービス活動外費用 1,271 1,494 1,327 ▲ 11.18%

サービス活動外収益 45,083 23,581 26,330 11.66%

サービス活動増減差額 ▲ 54,577 25,836 ▲ 90,957 ―

サービス活動費用 5,324,279 5,295,000 5,362,063 1.27%

退職給付引当金の取崩しがなかっ
たことによる反動減

該当なし

特別増減差額 706 13,404 155 ▲ 98.84%

経常増減差額 ▲ 10,765 47,923 ▲ 65,954 ―

25,003 13.20%

特別収益 706 13,404 155

特別費用 0 0 0 ―

185.03% 192.28% 186.40%

36.13% 39.23% 37.92%

直近決算
（令和４年）

前々年度決算
（令和２年）

前年度決算
（令和３年）

自己資本比率（純資産÷（負債＋純資産）×100）

有利子負債比率（有利子負債残高÷純資産×100） 0.00% 0.00%

当期活動増減差額 ▲ 10,059 61,327 ▲ 65,799 ―

該当なし

該当なし

減価償却による減

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

直近の増減理由
（対前年比10％以上の増減等）

該当なし

該当なし

新型コロナウイルス感染症のクラスター等
による施設稼働率の大幅な減少

▲ 98.84%

退職給付引当金の取崩しがなかっ
たことによる反動減

サービス活動外増減差額 43,812 22,087

新型コロナウイルス感染症のクラスター等
による施設稼働率の大幅な減少

新型コロナウイルス感染症による小学校休
業等対応助成金などの増

支払利息の減

新型コロナウイルス感染症による小学校休
業等対応助成金などの増

新型コロナウイルス感染症のクラスターに
よる施設稼働率の大幅な減少

該当なし

該当なし

該当なし

直近の増減理由
（対前年比10％以上の増減等）
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和５年度）

１１　借入金等残高等の状況 （単位：千円又は％）

各年度の借入金等

各年度の償還金等

借入金等決算残高 ①＋②

経営難を理由としたもの ①＝③＋⑤＋⑦

それ以外のもの ②＝④＋⑥＋⑧

県 ③＋④

経営難を理由としたもの ③

それ以外のもの ④

県以外の行政 ⑤＋⑥

経営難を理由としたもの ⑤

それ以外のもの ⑥

民間その他 ⑦＋⑧

経営難を理由としたもの ⑦

それ以外のもの ⑧

県による損失補償等の額※ ⑨＋⑩

経営難を理由としたもの ⑨

それ以外のもの ⑩

※　損失補償等とは、損失補償、損失てん補又は債務保証です。

１２　総収入と県の財政支出等の状況

（１）総収入と県の財政支出等 （単位：千円又は％）

総収入 ①＝②～⑥の和

運用益収入 ②

会費収入 ③

寄附収入 ④

行政からの委託料等収入 ⑤

その他収入（②～⑤以外） ⑥

県の財政支出 ⑦＝⑧＋⑨＋⑩

対総収入割合 ⑦÷①

委託料 ⑧

対総収入割合 ⑧÷①

補助金・交付金・負担金 ⑨

対総収入割合 ⑨÷①

その他（⑧⑨以外） ⑩

対総収入割合 ⑩÷①

有価証券等損益 ⑪＋⑫

有価証券等評価損益（含み損益） ⑪

売却・償還・配当等損益（実損益） ⑫

（２）県からの財政的な支援（借入金及び損失補償等を除く） （単位：千円）

0.77%

項 目

項　目

運営費補助

赤字補填等

経営難を理由とした追加出資又は出捐

▲ 1.36%

―

▲ 3.02%

1,059 221 218

0 0 0

3,954,122 4,013,119 3,891,929

200 230 1,200 421.74%

0 0 ―

0 0 0 ―

0 0 0 ―

0 0 0 ―

項 目
前々年度決算
（令和２年）

前年度決算
（令和３年）

直近決算
（令和４年）

直近増減率
対前年度比

0

0 0 0 ―

0 0 0 ―

0 0 0 ―

0 0 0 ―

0 0 0 ―

―

0 0

借
入
・
償
還
先
の
内
訳

0 0 0 ―

0 0 0 ―

0 0 0 ―

0 0 0 ―

0 0 0 ―

0 0 0

24.53% 26.14% 1.61%

1,360,110

1,314,464

0 ―

直近増減率
対前年度比

5,315,491 5,357,821 5,297,591 ▲ 1.12%

0 0 0 ―

前々年度決算
（令和２年）

前年度決算
（令和３年）

1,349,128

県
の
財
政
支
出
の
内
訳

1,332,941 1,297,116 1,326,866 2.29%

25.08% 24.21% 25.05% 0.84%

16,187

0 0 0 ―

0.00% 0.00% 0.00% ―

17,348 57,913 233.83%

0.30% 0.32% 1.09%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

直近４年度前
（平成30年）

直近３年度前
（令和元年）

前々年度
（令和２年）

前年度
（令和３年）

直近決算
（令和４年）

0

1,344,251 1,404,244 4.46%

直近決算
（令和４年）

1,384,779 5.35%

25.38%

0 0 ―

資
金
運
用
等

50 200 200 0.00%

0 0 0 ―

50 200 200 0.00%

保有・運用中の有価証券等の取得額

9/9


